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研究成果の概要（和文）：　本研究は、地方分権的な教育行政構造を有するアメリカを取り上げ、地域ごとに異
なる初等中等教育の学校段階の区切りの中で、如何に教職員配置や学校施設の整備など教育環境整備を行ってい
るのか分析考察してきた。中でも、都市部の学区で近年増えつつある8－4制の学校段階に注目し、なぜ学校段階
区分の変革がなされているのか、そしてどのように学校段階区分を変えて、学校施設等の教育環境整備を実施し
たのか、制度的・財政的な分析を行い、学校段階区分変革時の教育環境整備の実態を明らかにした。

研究成果の概要（英文）：　This study investigates how the physical environment for education, 
including school facilities, is being improved and clarifies the actual state of grade span reform. 
Specifically, it focuses on the 8-4 system grade span, which has proliferated in urban school 
districts in recent years, and examines the reasons why urban school districts are undergoing grade 
span reforms now and how these grade span configuration reforms were implemented to secure financial
 resources to improve the educational environment including school facilities.

研究分野：教育学、教育制度、教育行政、教育財政
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研究成果の学術的意義や社会的意義
　第一の意義は、学校段階の区切りに関する研究を制度研究として取り組んだ点である。日本では1970～80年代
にかけて、学校接続の制度研究がなされてきたが、地方分権改革下における学校制度改革が推進される中で、改
めて学校接続の制度研究を実施した点に学術的な独自性がある。
　第二の意義は、地方分権化された教育行政機関において、如何に教育環境整備を行うかに焦点をあてた点であ
る。日本では地方分権に伴い教育行政間の役割が変化しつつある状況の中で、どの教育行政機関が主体となっ
て、人的・物的教育環境整備を行うのか、アメリカの連邦州学区学校間の関係に焦点をあて、予算措置を含めて
検討した点が本研究の独自性である。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通） 
 
 
１．研究開始当初の背景 
これまで小・中・高等学校の接続に関する研究は、主として、小中一貫や中高一貫を中心とし
たカリキュラム研究や教育内容・方法に関する研究が蓄積されてきた。これらの研究成果に基づ
き、日本では、1998年には中高一貫教育を行う「中等教育学校」が制度化され、2016年には小
中一貫教育を行う「義務教育学校」が制度化している。これに伴い、日本の学校体系は、小学校
6年、中学校 3年、高等学校 3年の「6－3－3制」だけではなく、「6－6制」や「9－3制」の学
校段階の区切りを可能にした。とくに義務教育学校の制度化後は、小中一貫した 9 年間のカリ
キュラム作成が目指される一方で、学年段階の区切りは多様化し、学校設置者がこの 9年間を 4
－3－2や 5－4と柔軟に区切ることを可能にしている。 
しかしながら、今日の日本で、実際に学校段階の区切りを多様化しようとすると、教職員配置
や学校施設の整備など人的・物的教育環境整備に関する問題が生じている。昨今日本では、地方
分権改革の下で、学校段階や学年段階の区切りが地域によって異なる状況になりつつあるが、教
育環境整備を担う教育行政間の役割分担は、公立義務教育段階の学校設置者である市町村と、教
職員配置を行う都道府県と、人的・物的教育環境整備の責務を担う国との間で、その関係が模索
されている。 
こうした状況を踏まえれば、地域ごとに異なる学校段階の区切りを設定し、地方分権的な教育
行政構造を有する他国の学校制度に目を向け、如何に人的・物的教育環境整備を行っているか追
究する必要がある。 
 
 
２．研究の目的 
本研究では、半世紀以上前から、学校段階の区切りが多様化しているアメリカを分析対象とし
て取り上げ、区切りが多様化した中で、教職員配置や学校施設の整備など人的・物的教育環境整
備を如何に行っているのか、制度的条件を追究することを目的として取り組んだ。 
アメリカを取り上げる第一の理由は、アメリカは日本と同じ単線型の学校体系を築いている
ことである。第二の理由は、伝統的に地方分権的な教育行政構造を有するアメリカでは、学区が
学校段階の区切りを設定し、長年にわたり、州内で区切りが多様化していることである。第三の
理由は、2000年代に入り、アメリカの都市部において 5－3－4制の区切りを 8－4制に改める
改革があり、日本と同様に学制改革の課題を抱える国であるからである。 
 
 
３．研究の方法 
本研究では、まず、アメリカの初等中等教育の学校段階の区切りがどのように変遷してきたの
か、①アメリカの 19 世紀に誕生した 8－4 制の学校体系、②20 世紀初頭のジュニアハイスクー
ル導入に伴う 6－3－3 制の学校体系、③1960 年代以降のミドルスクール出現に伴う 5－3－4 制
の学校体系、④1990 年代以降の 8年制小学校の再出現に伴う 8－4制の学校体系、の 4つの時期
区分に分けて、史資料の分析と先行研究の整理を行った。 
そのうえで、1990 年代以降に 5 年制小学校から 8 年制小学校へと学校段階区分を変えた学区
を取り上げて、アメリカでの現地調査を実施した。具体的には、イリノイ州、ウィスコンシン州、
マサチューセッツ州、コネティカット州、ペンシルベニア州、メリーランド州、ワシントン D.C、
ノースカロライナ州、オクラホマ州、アリゾナ州を訪問し、州教育省・学区教育委員会・学校現
場等へのインタビュー調査を行うと同時に、学校訪問・授業観察における教育環境整備の実態調
査を実施した。また教育委員会での審議過程を分析する際には、議会資料、新聞記事、学区報告
書等の多様な史資料と、実地調査で収集した情報を重ね合わせながら事実関係を整理し多面的
に分析考察することに努めた。 
 
 
４．研究成果 
本研究の初年度には、アメリカでの実地調査で 7州（イリノイ州、ウィスコンシン州、マサチ
ューセッツ州、コネティカット州、ペンシルベニア州、メリーランド州、ワシントン D.C）の教
育委員会、小学校、大学等を訪問して、教育環境整備の財政的分析に必要な資料を収集すること
ができた。また文献収集のみならず、米国研究者と情報交換できたことは、2年目以降の調査研
究を進展させるためにも良いスタートであった。初年度の研究成果は、2018 年 10 月にアメリカ
教育学会にて、2019 年 3 月には筑波大学教育学会にて口頭発表を実施した。アメリカ教育学会
では、アメリカの都市部で近年変革がなされている学校段階の区切りに注目して、なぜ都市部に
おいて 8-4 制の学校段階の区切りが増えているのか、インタビュー調査の結果を踏まえながら
分析した。また筑波大学教育学会では、5-3-4 制の学校段階の区切りから 8-4 制の学校段階の区
切りへと変革を行う際、学区はどのように教育環境整備を実施しているのか、特に学区の実施す
る教育環境整備の財源に焦点をあてながら分析した。 



初年度に引き続き、本研究の 2年目には、新たに 3州（ノースカロライナ州、オクラホマ州、
アリゾナ州）の教育委員会や小学校等を訪問して、教育長、学区担当者、小学校の校長等へのイ
ンタビュー調査を行い、順調にアメリカでの調査を進めることができた。とくに 2年目には、学
区が実施する学校段階区分の変革に対する課題について教育長から新たな情報を得ることがで
きたと同時に、その学区内で学校段階区分の変革を実施している最中の小学校を訪問し、担当教
員へのインタビュー調査を実施できたことは、当初の計画以上の進展であった。2年目の研究成
果の一部は、2019 年 10 月にアメリカ教育学会にて口頭発表を実施し、2020 年 2 月刊行のアメ
リカ教育学会の紀要『アメリカ教育研究』に掲載している。 
研究の 3年目には、これまで調査を実施してきた方々とメール等で連絡を取り合いながら、最
新情報の収集を続けることができた。ノースカロライナ州のシャーロットメクレンバーグ学区
では 2020 年 8月に K-8 の新しい学校が建設されたので、その最新情報についても収集すること
ができた。また当初の計画通り、2020 年度以降は実地調査で得た情報の分析・考察に重点を置
いて研究を進めた。2020 年度の研究成果の一部は、2020 年 8 月に日本教育学会、9 月に日本教
師教育学会、10 月に日本教育行政学会、11 月にアメリカ教育学会にて口頭発表を実施した。ま
た本研究のアウトリーチ活動の一環として、2020 年 12 月には海外の研究者に向けに研究成果の
一部をまとめた英文雑誌記事を公開している。 
研究の 4年目には、アメリカでの調査先との研究交流に加えて、日本の研究者と研究について
情報交換を行う中で、日米に共通した課題が浮き彫りになり、今後もさらに追究すべき観点が明
確になった。2021 年 11 月には日本教育制度学会大会で発表を行い、2022 年 1 月にはアメリカ
教育学会の紀要『アメリカ教育研究』に研究成果の一部を掲載し、2022 年 3 月にはこれまで 4
年間の研究成果をまとめた英文報告書を刊行している。 
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